
様式1の1　別紙１

No. 項 目 質 問
備考欄

「－」を選択した理由等を記載してくださ
い。

1 労働条件の明示
従業員の採用時に、賃金･労働時間その他労働

条件を明記した書面を交付していますか。

2
常時10人以上の従業員を使用する場合は就業

規則を作成していますか。

3
就業規則を作成、変更する際は、労働基準監

督署長に届け出ていますか。

4 休 憩 時 間
1日の労働時間が6時間を超える場合は45分、8

時間を超える場合は1時間の休憩時間を与えてい
ますか。

5

従業員が6か月間継続勤務し、その8割以上を
出勤した場合には、法で定められた日数（通常
の労働者：10日）以上の有給休暇を与えていま
すか（アルバイト、パート、嘱託等の場合も同
様）。

6

労使協定を締結した場合、年に５日を限度と
して、時間単位の年次有給休暇を与えています
か。

7

従業員に対し、有給休暇を継続勤務年数1年ご
とに、1日（3年6か月以後は2日）を加算し、総
日数が20日に達するまで与えていますか。

8

年次有給休暇が10日以上付与されている従業
員について、従業員ごとに年休付与日から1年以
内に5日間取得していない場合、時季を指定して
取得させていますか。

9

従業員に法定労働時間を超えて、及び法定の
休日に労働させる場合に、あらかじめ労使で労
働基準法第36条に基づく書面による協定（通称
「36協定」）を締結し、労働基準監督署長に届
け出ていますか。

10
36協定は従業員の過半数代表または労働組合

と締結していますか。

11

社内に工場・支店などがある場合は、個別に
36協定を締結し、労働基準監督署長に届け出て
いますか。

12

法定労働時間外、休日又は深夜に従業員を労
働させた場合に、労働基準法第37条に規定する
割増賃金を当該従業員に支払っていますか。

13
賃金は従業員へ直接、全額を通貨で毎月１回

以上、一定の期日を定めて支払っていますか。

14

賃金から法令で定められているもの以外を控
除する場合、従業員の過半数代表または労働組
合と労使協定を締結していますか。

15
賃金は地域別最低賃金、産業別最低賃金のい

ずれも上回っていますか。

選択肢に〇を記載してください。
（全項目回答必須）

実施している
／―（備考欄に理由を記載）

就 業 規 則

実施している
／対象外である（従業員10人未満のため）
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／対象外である（従業員10人未満のため）
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／―（備考欄に理由を記載）

年 次 有 給 休 暇

実施している
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／時間単位の年次有給休暇を与えていない
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／全従業員が年休を５日間以上取得してい
る
／―（備考欄に理由を記載）

時 間 外 ・
休 日 労 働

実施している
／―（備考欄に理由を記載）

実施している／36協定を締結していない
／―（備考欄に理由を記載）

実施している／36協定を締結していない
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／法定労働時間外、休日または深夜に
　従業員を労働させていない
／―（備考欄に理由を記載）

賃 金

実施している
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／賃金から控除されているのは
　所得税・社会保険料のみ
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／―（備考欄に理由を記載）

労働関係法令等チェックリスト
手書き用
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16

就業規則を作成している場合、退職に関する
事項（※）を明記していますか。
※定年退職制、自己都合退職の退職届提出期

間等

17

期間の定めのない労働契約を結んでいる従業
員が、退職する2週間以上前に退職の申し出をし
た場合、遅滞なく受理していますか。

18

有期労働契約を結んでいる従業員が契約期間
の初日から1年を経過した日以降に退職の申し出
をした場合、遅滞なく受理していますか。

19

従業員が退職の際、在職中の契約内容等につ
いて証明書の交付を請求した場合、遅滞なくこ
れを交付していますか。

20

解雇を行う際は、客観的に合理的な理由があ
り、かつ社会通念上相当であると認められる理
由をもって、30日以上前に従業員に対し解雇予
告を行うか、30日分以上の平均賃金（解雇予告
手当）を支払った上で手続を行っていますか。

21

試用期間中の従業員であっても、14日以上雇
用した場合は上記解雇と同様の手続を行ってい
ますか。

22

従業員が業務上の災害で療養中の期間とその
後30日間、産前産後休業中の期間とその後の30
日間や、結婚、妊娠、出産、育児・介護等を理
由とした解雇を行っていませんか。

23

パートタイム労働
者の

正社員への転換促
進

パートタイム労働者に対し、正社員への転換
を促進するための措置（※）をとっています
か。
※正社員の募集内容を周知する、正社員へ転換
するための転換制度を導入する等

24

パートタイム労働
者の

均衡処遇

パートタイム労働者について、賃金、教育訓
練、福利厚生など処遇を決定する際、正社員と
の均衡を考慮していますか。

25
有期契約労働者の

無期転換

有期労働契約（平成25年4月以降に開始したも
の）の契約期間を通算した期間が５年を超えた
従業員から申込みがあった場合、期間の定めの
ない労働契約に転換しなければなりません。
無期転換後の労働条件を就業規則に定める等

の措置を講じていますか。

解 雇

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

左記を理由とした解雇は行っていない
／今まで解雇したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

退 職

実施している
／対象外である（従業員10人未満のため）
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

No. 項 目 質 問
選択肢に〇を記載してください。

（全項目回答必須）

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

備考欄
「－」を選択した理由等を
記載してください。

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）
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26

6週間（多胎妊娠の場合は14週間）以内に出産
予定の女性が休業を請求した場合には、その者
を休業させていますか。

27
妊娠中の女性が請求した場合には、他の軽易

な作業に転換させていますか。

28

　産後8週間以内の女性を休業させていますか。
※ただし、産後6週間を経た女性が請求した場

合、医師が支障ないと認めた業務に就業させる
ことは可能です。

29 子 の 看 護 休 暇

小学校就学の始期に達するまでの子を養育する
労働者から、病気・けがをした子の看護又は子
の予防接種・健康診断のために休暇を取得する
申し出があった場合、子が1人であれば年5日、2
人以上であれば年10日の看護休暇を認めていま
すか。

30 育 児 時 間
1歳未満の子どもを育てる女性から請求があっ

た場合、休憩時間以外に、1日2回各々少なくと
も30分の育児時間を与えていますか。

31

育児休業は、従業員が申請し、子が1歳に達す
るまで（保育園に入園できない等、一定の場合
は最長で子が2歳に達するまで）の間、養育のた
めに休業できる制度です。また、父母ともに取
得する場合は1歳2か月に達するまで、出産後8週
間以内に父親が取得した場合は再度取得が可能
です。
申請があった場合、原則として使用者は拒む

ことができません。
従業員が申請した場合、育児休業を認めてい

ますか。

32

育児休業の申し出が円滑に行われるようにする
ため、次のいずれかの措置を講じていますか。
①育児休業に関する研修の実施
②育児休業に関する相談体制の整備等
　（相談窓口設置）
③自社の労働者の育児休業取得事例の収集・提
供
④自社の労働者へ育児休業制度と育児休業取得
促進に関する方針の周知

33

妊娠・出産（本人または配偶者）の申し出を
した従業員に対し、以下の事項の周知と休業の
取得意向の確認を個別に行っていますか。
【周知事項】
　①育児休業に関する制度
　②育児休業の申し出先
　③育児休業給付に関すること
　④労働者が育児休業期間について
　　負担すべき社会保険料の取扱
【個別周知・意向確認の方法】
　①面談②書面交付③FAX④電子メール等
　のいずれか

34

育児休業を申請・取得したことを理由とする
「不利益な取扱い（※）」は禁止されていま
す。「不利益な取扱い」をしていませんか。
※従業員に対して配置転換の強要、減給など

を行うこと。№36・38・41において同じ。

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

育 児 休 業

実施している
／現在対象者はいないが、以前対象者がい
た際には実施した
／対象者がいたことがないため、実施した
ことがない
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／△（近日中に対応予定）
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／△（近日中に対応予定）
／―（備考欄に理由を記載）

不利益な取扱いはしていない
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施していた
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

産前・産後休暇

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

No. 項 目 質 問
選択肢に〇を記載してください。

（全項目回答必須）

備考欄
「－」を選択した理由等を
記載してください。
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35

3歳までの子を養育する労働者が希望すれば利
用できる短時間勤務制度（1日6時間）を設けて
いますか。

36

短時間勤務制度を申請・取得したことを理由
とする「不利益な取扱い（№34参照）」は禁止
されています。この「不利益な取扱い」には、
短縮された時間分を超えて給与を減額すること
も含まれます。「不利益な取扱い」をしていま
せんか。

37

介護休業は、従業員が申請し、要介護状態に
ある対象家族を介護するために通算93日まで３
回を上限に分割して休業できる制度です。
申請があった場合、使用者は原則として拒む

ことができません。
従業員が申請した場合、介護休業を認めてい

ますか。

38

介護休業を申請・取得したことを理由とする
「不利益な取扱い（№34参照）」は禁止されて
います。「不利益な取扱い」をしていません
か。

39 介 護 休 暇
要介護状態の対象家族が1人であれば年5日、2

人以上であれば年10日の介護休暇を与えていま
すか。

40

要介護状態にある対象家族を介護する労働者
について、対象家族１人につき、利用開始の日
から連続する３年以上の期間において２回以上
利用することができる勤務時間短縮等の措置を
講じなければなりません。
　このような措置を講じていますか。

41

短時間勤務制度を申請・取得したことを理由
とする「不利益な取扱い（№34参照）」は禁止
されています。この「不利益な取扱い」には、
短縮された時間分を超えて給与を減額すること
も含まれます。「不利益な取扱い」をしていま
せんか。

42

ハラスメントに関
する

雇用管理上の措置

職場における妊娠・出産・育児休業等に関す
るハラスメントやセクシュアルハラスメント、
パワーハラスメントを防止するために、事業主
は雇用管理上必要な措置を講じなければなりま
せん。
職場における方針を明確化し、対処に関する

事項を就業規則に規定する等の措置を講じてい
ますか。

43

従業員の仕事と子育ての両立を図るための雇用
環境の整備や、子育てをしていない従業員も含
めた多様な労働条件の整備などに取り組むに当
たって、一般事業主行動計画の策定・届出、公
表・周知を行っていますか。（従業員101人以上
の企業は、義務化されています。）

44

女性の活躍に関する状況について、①女性労働
者に対する職業生活に関する機会の提供、又は
②職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環
境の整備から１項目以上選択し、求職者等が簡
単に閲覧できるよう情報公表を行っています
か。（従業員101人以上の企業は、義務化されて
います。）

45

常時使用する従業員について、雇い入れると
き及び定期（１年以内に1回）に医師による健康
診断を行っていますか。

46

従業員50人以上の事業所においては、従業員
の心理的な負担の程度を把握するため、医師等
による検査(ストレスチェック)を行わなければ
なりません。ストレスチェックを行っています
か。

安全衛生（１）

実施している
／対象外である（従業員100人以下のため）
／―（備考欄に理由を記載）

勤務時間の短縮等
の措置

（育児関係）

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

不利益な取扱いはしていない
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施していた
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

介 護 休 業

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

不利益な取扱いはしていない
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施していた
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

勤務時間の短縮等
の措置

(介護関係)

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

不利益な取扱いはしていない
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施していた
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／―（備考欄に理由を記載）

女 性 活 躍

実施している
／対象外である（従業員100人以下のため）
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／従業員が50人未満である、
　又は一事業所当たり50人未満である
／―（備考欄に理由を記載）

No. 項 目 質 問
選択肢に〇を記載してください。

（全項目回答必須）

備考欄
「－」を選択した理由等を
記載してください。
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47

ストレスチェックを行った場合には、従業員
の希望に応じて医師による面接指導を実施する
とともに、必要に応じて作業の転換や労働時間
の短縮など適切な就業上の措置を講じています
か。

48

長時間労働の従業員に対して、健康診断やカ
ウンセリングを実施していますか。（残業時間
が100時間を超える従業員に対しては、実施が義
務化されています。）

49

健康管理の観点から、裁量労働制が適用され
る人や管理監督者も含め、すべての従業員の労
働時間の状況を、客観的な方法その他適切な方
法で把握していますか。

50

業種、規模等を問わず、従業員を1人でも雇っ
た場合は雇用保険及び労災保険へ強制加入とな
ります。法の規定による各種届出等を行ってい
ますか。

51

一定の事業所（※）は、健康保険及び厚生年
金に加入する義務を負い、加入は1事業所ごとに
行う必要があります。健康保険及び厚生年金の
法定手続を行っていますか。
※法人事業所、従業員が5人以上の個人事業所

（飲食業・サービス業・農林漁業等を除く。）

52 その他法令違反等

その他労働関係法令に関し、過去５年に遡り
重大な違反がないこと及びその他の法令上又は
社会通念上、認定するにふさわしくないと判断
される問題(労災による死亡事故等)を起こして
いませんか。

インターバル規制

　インターバル規制（前日の終業時刻と翌日の
始業時刻の間に一定時間の休息を確保する制
度）の導入について、事業主に努力義務が課さ
れています。
　貴社では導入していますか。

法令遵守状況の確
認

　就業規則や社内制度について、労働関係法令
の専門家（社会保険労務士、行政機関等）から
法令違反がないかのチェックを受けています
か。

安全衛生（２）

実施している
／ストレスチェックの対象外事業場である
／該当者がいないため実施していないが、
　必要に応じて実施する予定である
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／現在対象者はいないが、
　以前対象者がいた際には実施した
／対象者がいたことがないため、
　実施したことがない
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／―（備考欄に理由を記載）

社 会 保 険 等

実施している
／―（備考欄に理由を記載）

実施している
／一定の事業所に該当しない
／―（備考欄に理由を記載）

はい
／―（備考欄に理由を記載）

はい／検討中／いいえ

はい／いいえ

No. 項 目 質 問
選択肢に〇を記載してください。

（全項目回答必須）

備考欄
「－」を選択した理由等を
記載してください。
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